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横田茂著『アメリカの行財政改革
—予算制度の成立と展開ーー』
水口憲人
(1) 
専門外の著書を書評することがむこうみずの試みであることを承知してい
ないわけではない。横田茂氏（以下著者）の好著『アメリカの行財政改革
—予算制度の成立と展開ー一』（以下本書）は，行政学を専攻する筆者に
とっても，きわめて興味深くかつ啓発的であるにしても，以下に書きつらね
るのは，財政学の門外漠の汀児書ノートミの域を出るものではない。にもか
かわらず，あえて書評めいたことを行なうには一定の説明が必要となる。ま
ず，本書が，主として批判的文脈でとりあげている諸人物一ーA・シック，
F•A ・クリープランド， W• F ・ウィロビー， A•W ・ウィルダフスキー
等—あるいは1921年予算会計法， 予算局， バフォーマンス予算， PPBS,
1974年の議会予算および執行留保規制法等の事がらは，行政学者にとっても
なじみ深いものであり，かつまた，著者が参照している文献のかなりの部分
が，内外の行政学者の業績であるという点が，書評めいた試みへの誘引とな
る。そして，本書が対象としている予算そのものがさらなる誘引となろう。
予算は，行政学においてもさまざまな文脈で検討の対象となってきた。行政
責任論的文脈でいえば誤会（＝国民）の行政統制の重要な手段であり，管理
論的観点からは，その計画機能や調整機能が注目される。あるいはまた，諸
136(720) 第 29 巻第 6 号
行政部局ー一およびその部局の政策やそれと結びついた社会的諸利益一の
間に優先順位をつけて財源（＝価値）を再分していく過程という予算の性格
は，「価値の権威的配分」という政治学的関心からの接近を可能にしている。
つまるところ，予算は，現代行政の姿を立体的にとらえるための好箇の材料
となるが，本書では行政学者のこのような予算への関心にも十分に応答した
展開がなされているのである。さらには，筆者の個人的関心に傾斜させてい
えば，本書の分析方法にとりわけ興味を引かれる。現代沼行政国家ミの動態
とそのゞ運動法則ミを，予算を素材にして，また可能ならばアメリカを対象
とした比較分析の方法で描けないかと漠然と考えていた筆者にとって．本書
は，このような関心を発展させていくための有力な礎石を提供してくれたか
らである。
(2) 
本書の構成は次のようになっている。
序章予算制度の分析視角
第1編 (1-5章） 連邦予算制度の成立—1900年初頭から1921年予
算会計法成立まで一
第2編 (6-10章，終章）予算制度改革の展開ー一第2次大戦から1960
年代まで一
みられるように，序章で本書全体の方法論的前提と分析視角が提示された
のち， 20世紀初頭から1960年代までのアメリカの予算制度改革が大きくは二
期に分けて分析されている。また，終章では， 60年代末から70年代の動きに
ついて検討が加えられている。扱われている期間は， 20世紀初頭からほぼ今
日にいたるまでの長期にわたるが，本書が，予算をめぐる平板な制度変遷史
でないことは，次にみる序章の内容を知れば，明らかになろう。
序章では，予算制度分析の基本的見地，なぜアメリカが選ばれたか，どの
ような分析角で対象に接近するかの3点について著者の立場が示されてい
る。著者は，予算制度分析の基本的見地を「国家権力の経済的力能を貰く内
横田茂著「アメリカの行財政改革ー 予算制度の成立と展開ー 」（水口）（721)137
的運動法則に関する認識を基底にすえて国家権力と国民の民主主義運動との
対立の経済的，政治的内容を明らかにし，これを基軸として予算制度の生成
と発展とを叙述すること」と表硯する。すなわち，島恭彦氏の業績を肯定的
に引照しつつ， 「政治と経済との矛盾」の究明が財政学の課題と対象となる
こと，この矛盾の調整は経済法則の自動的貫徹によってはたされるわけでは
なく，財務行政＝予算制度という政治的，権力的契機を媒介にして行なわれ
ること，それだけに，予算制度は国家権力と国民の民主主義運動との対抗の
具体的状況に規定されつつ展開するという見地が採用されているのである。
そして，アメリカは，その「分散的」な財務行政制度のゆえに，このような
見地からの分析に好箇の材料を与えるとされる。アメリカでは「イギリスや
フランスが市民革命期に経験した中央集権的な財務行政権力の確立の要請
と，資本主義の独占段階への移行に伴う執行府における財務行政権強化の要
請とが複合，相乗して表れてくる」が，それはこの国の財務行政の「分散
性」のゆえであり，この「分散性」がかえって，予算制度改革の論理や主張
を明確にすることを可能にしたとされるのである。連邦財政の統一という要
請が，改革の論理の中にとりわけ強く現れてくる点に，アメリカ研究の「独
特の重要性」が求められている。そして，当然のことながら，著者が設定す
る分析視角は，財政対国民経済，国家権力対民主主義運動のダイナミズムを
視野におさめるという基本的見地と，「分散性」のゆえに財務行政統一への
志向がそれだけ強くなるというアメリカ研究の「独特の重要性」についての
認識と結びついている。国民経済と予算との矛盾が最も鋭く現れる時期，ぁ
るいは， 「財務行政権力」と民主主義運動との対抗が最も鮮明になる時期，
したがって連邦財政の統一性と総合性を確保する必要性が最も高まる時期，
つまりは，資本主義経済の矛盾や体制の危機が恐慌や戦争という形で表面化
した時期が予算制度改革の論理と現実とを検討する対象期として選ばれるこ
とになる。「いわゆる戦時期」を主対象とすること， これが第1の分析視角
であり， それは，「予算制度の歴史的発展を規定するアメリカ資本主義の危
機を抽出する視角」として表現されている。そして，第2の分析視角として
138(722) 第 29巻第 6 号
は「国家権力の財政制度の内部に移転される」「アメリカ資本主義の物質的
生産力の水準を抽出する」という視角が提示される。著者は，「分散的」な
財政制度の矛盾がとりわけ鋭く現れる危機の時代には，民間経営で発達した
管理の制度や技術一一般化すれば生産力水準一―—が国家権力内に移転され
るという事態が生まれるとし，予算制度の歴史的発展に投影している生産力
水準の抽出という角度からも予算制度改革の論理と性格が検討できるとして
いるのである。
ちなみに，著者が明示的に設定している分析視角は以上の2点であるが，
本書には，いわば黙示的に，興味深い他のいくつかの分析視角ないし分析上
の手法が示されている。後にも触れるが，議会の立法統制の手段としての予
算と執行府の管理の用具としての予算の対抗関係を通して制度改革の意味を
探るという視角や， 「危機における予算思想」への注目がその例となる。後
者について簡単に触れておこう。予算改革は競合する諸利益の既存の優先順
位を変更し，また議会と執行府との関係にも変化をもたらすという意味で政
治改革となる。そして，危機の時代の予算改革＝政治改革は，・危機の時代で
あるがゆえに政治統合の新しい軌道設定という課題を内に含まざるをえな
い。したがって，予算制度改革の分析を行なうに際しては，改革が政治統合
上のどのような問題に結びついているかという問題を立てることができる。
本書はこの問題に一ークリーブランド， レーニン，ウィロビー， H・スミス
等を素材として一一改革構想＝予算思想の検討を介して接近している。本書
の直接の対象は刃危機における政治統合（思想）ミではないにしても，制度
改革に卒まれる政治統合上の課題を予算思想の分析を介して摘出するという
手法が，本書の叙述と構成を立体的にしている。
佐藤昌一郎氏は本書を評して「相対的にたちおくれている研究分野ではな
いか」と思われる予算制度論に「一石を投ずる意欲的な力作」だとしておら
(1) 
れる。予算制度論がどのような意味で「たちおくれている」のかは筆者自身
の検討課題としたいが，本書が「意欲的な力作」であることには筆者も同意
したい。なぜなら，序章で示された課題関心や分析視角はそれ自体啓発的か
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つ「意欲的」であり，また，その課題関心と視角が具休的分析のレヴェルで
も十分に生かされ，多くの積極的果実を生みだしている「力作」だと思われ
るからである。
第1編では，第1次大戦という危機に対応した財務行政組織改変の意味
が，戦時産業局（とりわけ商品課）と資本発行委員会の性格の検討を介して
明らかにされ，かつまた「危機における予算思想」の対抗が．アメリカ国内
ではアメリカ社会党とクリーブランドの対比を通じて，グローバルなレヴェ
ルではレーニンの見地を検討することによって明らかにされる。そして，当
時のアメリカの生産力水準を休現した管理技術＝「科学的管理」を前提とし
た予算制度改革構想を．「真の民主主義」というアメリカ的な政治統合の軌
道と結びつけて提出したウィロビーの理論が， 1921年予算会計法の性格を照
らし出す思想として分析される。いわば，危機→予算制度改革という論脈
が，財務行政制度の変化と，時代の課題を投影した予算思想の相方から説き
あかされ，その結論として「連邦予算制度の成立」＝1921年法が示されるこ
とになる。 1921年法は，連邦財務制度にはじめて系統的な変革をもたらした
ものであったが，それは「第1次大戦期の資本主義の危機の時代における
河強力な執行府ミヘの要請が，矛盾をはらんだ分立的な連邦財政制度にもた
らした，現実的な解決の形態であった」というのが第1編のむすびとなって
いる。
つづく第2編では， 1921年に，ともかくも統一的な制度として発足した連
邦予算制度がニューディール，第2次大戦を経てほぼ現在にいたるまでの間
に，どのような「展開」を遂げていったかが検討されている。 1939年の再組
織法や戦時権限法などにより，戦時動員体制を担う行政機関や財務行政機関
の集権化が進んでいく過程が追跡され，この過程で登場してきた戦時経済統
制機構＝財務行政制度が一―ーアメリカ資本主義の国際的位置に由来した「軍
事化された対外膨張経済」の進展という性格に規定されて一―ー戦後も，成
熟，拡大していく姿が描かれる。・と同時に，「軍事化された対外膨張経済」
の要請が，逆に，具休的な予算制度改革にどのような矛盾や制約を持ち込ん
140(724) 第 29巻第 6 号
でいるかが，バフォーマンス予算や PPBS（特に PPBS)の分析を介して
示される。そして，スミスの予算思想が，第1編でのウィロビーに対比され
る位置を与えられて検討されている。スミスの議論は，執行府の権限の強化
に結びついているという点でウィロビーと同ーであるものの，時代の相遮を
反映して「社会の内部に現実に存在する成員間の対立する諸利益を調整し均
衡させる装置」としての予算という，「危機における予算思想の新しい質」，
すなわち，予算制度改革を政治的諸利害の積極的な統合手段ないし社会制御
の文尿で位置づける発想がみられること，かつ，この発想が「計画」の論理
に結びつくものであることが注目される。計画による国民的諸利害の統合と
いう「危機における予算思想の新しい質」を体現し，情報処理技術に代表さ
れるアメリカ資本主義の生産力水準を前提にしていた PPBSは結局のとこ
ろ失敗した。 PPBSの失敗に象徴される1960年代のアメリカの現実は， 「軍
事化された対外膨張経済」と予算制度改革との関連を特徴的に示す事態とし
て位置づけられているのである。
きわめて概括的であるにしても，以上にみた第1絹と第2編の内容は，序
章で示された課題意識の確かさがアメリカの予算制度改革（論）の重要な諸
側面を易り扶しえていることを了解させてくれよう。
(3) 
本書がこの分野の研究に「一石を投ずる意欲的な力作」であることを再び
強調したうえで，門外漠からの，したがっておそらくは的外れの疑問を提出
してみたいと思う。疑問という表現にやや街学的な注釈を加えておこう。そ
れは，本書の論理に啓発されたがゆえにかきたてられた感想という程度の意
味であり，積極的な異論というわけではない。また，疑問は， 刃行政国家ミ
の現代的位相を検討してみたいという先述した筆者の個人的関心に由来した
ものであり，この関心を発展させるべく著者からの教示をうけたいという理
由から発せられるものである。
最初の疑問は，第1編と第2編の位置関係，すなわち「連邦予算制度の成
横田茂著「アメリカの行財政改革ー 予算制度の成立と展開ー 」（水口）（725)141
立」と「予算制度改革の展開」との関係に襲連している。「成立」とは， 1921
年予算会計法というともかくも統一的な財務行政制度の成立であり，「展開」
とは，このような制度がニューディール以降の条件に規定されながら遂げて
いった変化をさしあたりは意味しよう。 だが， 「成立」と「展開」からは，
このような意味をこえて，本書にこめられている著者の方法的含意を汲みと
ることもできる。「成立」とは， ニューディール以降の予算制度改革の性格
を抽出しうる基本的論理の成立であり，ニューディール以降の諸事象も，そ
の質においては第1次大戦期と同一の論理の「展開」としてとらえられると
いう含意である。著者が，西尾勝氏の論稿に依拠して「危機の連鎖」に注目
しつつ，第1次大戦とニューディール＝第2次大戦の連続性を強調している
点を考慮すれば，「成立」と「展開」との関係をこのように理解しておいて
よいであろうし，著者の観点を，便宜的に:::,第1次大戦モデルミと名づけて
おいてよいであろう。そして，本書が啓発的かつ魅力的である理由の一半
は，ニューディール以降の諸事象が刊第1次大戦モデルミによって照射しう
ることを明らかにした点にある。資本主義の危機に触発された分散的な財務
行政の矛盾を，生産力水準を移転しつつ執行府の強化という方向で解決しよ
うとする予算制度改革という第1次大戦期を対象として抽出された視角が，
ニューディール以降の問題を切開するうえでも有効であることが説得的に示
されているのである。われわれは，第1次大戦時の戦時産業局と第2次大戦
時の戦時生産局との連続性や類似性について教えられるし， 1920年代をとぴ
こえた「危機の連鎖」という観点の有効性に示唆をうける。あるいはケイン
ズ主義に反対する立場から詢衡予算原則の復活を説<J・プキャナン＝R.
ワグナーの現代の予算論が「戦争とか経済的困難の国家非常事態」を予測せ
ざるをえず，それを詢衡予算の例外事態と駆める背景が，危機の連続性と構
造化という第1次大戦以来の歴史的パースペクティブの下に透視しうること
を教えられるのである。
だが，刃第1次大戦モデルミが啓示的であるだけに，かえって，「展開」が
何がしかの「転換」を含んだ「展開」ではなかったかという疑問がよぴおこ
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されるのである。西尾氏の論稿「福祉国家と管理国家」になぞらえていえ
ば，ニューディール以降はともかくも「福祉国家」体制ととらえることがで
きるし，そうだとすれば，そしてC・オッフェの近著になぞらえていえば
(2) 
『福祉国家の矛盾』という角度からも予算制度改革の制約や条件が検討しえ
たのではないかと思われるのである。やや一般的にいえば，そして蟷螂の斧
の類いでいえば，いわゆる ::1930年代モデルミの意味が薄第 1次大戦モデ
ルミとの連開で提示されていれば，本書の構成と展開はさらに立体的になっ.. 
たと思われるのである。もちろん「危機における予算思想の新しい質」とい
う表現が示唆するように，著者がこの論点に意をはらっていないわけではな
いし，そこでは社会的に分化，対立した諸利害を「調整し均衡させる装置」
としての予算という発想が「新しい質」の重要な内容だと指摘されていたの
である。社会的利害の分化，対立が拡大しその「調整」と「均衡」が政治統
合上の中心的課題となる時代を，ニューディール以降の「福祉国家」の時代
と重ねて理解できるとするならば，著者が汗福祉国家の矛盾ミという論点に
関心をはらっていなかっとするのは正当ではない。だが，このような論点
が， 刊第1次大戦モデルミの影にややかくれすぎているのではないかという
のが卒直な印象である。
著者は，「成立」と「展開」期の「危機における予算思想」を対比した箇所
で，「成立」期の思想が政治行政二分論を前提にしていたと指摘し，上述の
疑問を行政理論の歴史との関連で述べるきっかけを与えてくれている。一般
に，政治行政二分論から政治行政融合論ないし循環論への「転換」は， 1930
年代から40年代にかけて生じたとされる。この転換の背後にはニューディー
ル，第2次大戦へと続く時代のアメリカの政治と行政の変化があった。この
転換を代表する一人， E・ヘリングは， 1929年の時点で『議会における集団
代表』を問題にし，巨大利益集団の政治舞台への登場という事態に注意を促
(3) 
していたのであるが，さらには1936年に，集団代表＝利益集団の影響力が行
政にも浸透し，個別的利益をめぐる行政諸部局と諸利益集団との特殊主義的
(4) 
同盟が「公益」を危くしていると警告したのである。つまり，利益集団＝圧
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力団体の活動に体現される社会的諸利害の分化や対立の進展が古典的な国民
代表の観念や行政の機能を変えつつあることに注目したのである。そこには
社会的利害の分化，個別化の拡大が行政の政治化を促し，行政，社会的利
益，議会の3者の関係にも重要な変化が現れつつあるという1930年代以降の
現実がいち早く投影されていたのである。予算論のレヴェルでみても，この
ような認識は，その後も姿を変えて現れてくる。 1940年V•O ・キーは，政治
学における「予算理論の欠如」を指摘し，予算配分の優先順位設定を可能に
する規範的理論の構築を訴えたが，この訴えの裏側には，予算過程がますま
(5) 
す特殊主義的利益の争奪戦になっているという認識があったのである。そし
て，戦後の高度成長期を背景にして， A・ウィルダフスキーはこのような特
殊主義的同盟ー一行政：各部局，利益集団，議会の委員会で構成されるいわゆ
る「鉄の三角形」一ーが遍在する予算過程を一転してボジティブに描いたの
である。増分主義的な性格を刻み込んだこのような予算過程は，多元的民主
(6) 
主義の正常な生理を体現しているものとして肯定されたといえよう。だが，
多元的民主主義＝増分主義が財政危機に結ぴつきだしたとき，特殊主義的利
益の競合と共存という予算過程のイメージは，ケインズ主義の欠陥と等置さ
れ，先にみたプキャナン＝ワグナー等によって均衡予算原則への復帰が説か
れだしたのである。政治行政二分論からの転換が，ヘリングからブキャナン
＝ワグナーにいたるまでのさまざまな表現に投影されているところの，ニュ
ーディール期以降の変化と結びついているとすれば，予算制度論の「展開」
を論じるに際しても，この「転換」の意味にもっと比重がおかれてもよかっ
たのではないであろうか。著者は， 「1974年の議会予算法は， 連邦議会にお.... 
ける分散的硬直的な財政立法過程を改革し，利益団休，特定官庁，立法萎貞................. 
会の結合による財政支出の硬直的膨張を一定の秩序のもとに抑止しようとす
る，議会自身の取組を表している」（傍点筆者）と的確に指摘されるが， 他
の箇所にもみられるこの種の指摘と，第1次大戦とニューディール以降の連
続性を強調する著者の見地は，必ずしも十分に整合していないと思われるの
である。再び，プキャナン＝ワグナーの例を使って比喩的にいえば，本書
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は， 「戦争とか経済的困難の国家非常事態」という彼らの発想の根元が，第
1次大戦期に原型がみられる構造的な問題であることを明らかにしてくれる
が；均衡予算原則という彼らの主張が，さしあたりはニューディール以降の
諸変化・~福祉国家，ケインズ主義，鉄の三角形，多元的民主主義，増分主
(7) 
義，あるいは「利益集団自由主義」等一への対抗ないしは再検討を意図し
たものであること，したがって新保守主義であること，つまりは ::-1930年代
モデル.:::::の評価の問題であることが十分には解明されていないうらみが残る
のである。
均衡予算， ゼロないしマイナス・シーリング， 「増税なき財政再建」の主
張や実行の過程で政治体制がどのように再編されようとしているのか。政治
学者は，この問に接近するために，しばしば，多元主義ないし利益集団自由
主義対ネオ・コーボラティズムというアナロジーを援用する。このアナロジ
ーには，鉄の三角形の逼在＝利益集団自由主義が生んだ財政危機という休制
の危機を打開するために，・社会的諸利害の垂直的，権威主義的統合傾向がみ
られるという含意がある。と同時にこのようなコー．ボラティズム的統合志向
も，ひとたびは福祉国家を経験したがゆえに，あるいはまた多元主義の生命
力や利益分化の強さのゆえにその十全な展開を妨げられているという指摘も
(8). 
みられる。筆者も，このようなアナロジーで沼行政国家.:::::の位相や予算過程
の性格を考えてみたい一人であり，それが，’著者の刊第1次大戦モデル.:::iこ
おおいに啓示をうけつつも， 「展開」と「転換」の意味にこだわってみたい
理由である。
第2の疑問も以上の疑問とある程度重なりあう。本書で紹介されているス
ミスの表現を借りれば．「立法府の統制の用具としての予算」と「執行府の
管理の用具としての予算」との対抗関係を追跡することが，著者の重要な関
心の一つであり分析視角でもあると思われるが，その際全体として執行権
カの強化という方向での予算制度改革がなされてきたという結論的観察がみ
られる。すなわち，危機に対応した予算制度改革は，議会に託された財政の
民主的統制を後退させ，財務行政権力を拡大させるという主張が展開されて
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いるように思える。このような分析は「浦財布の統制ミを支配する諸法則を
定式化し，財政の民主的統制に資すること」を財政学の重要課題にする著者
の観点から導きだされたものであろうし，行政学的文脈でいえば，議会によ
る行政の民主的統制という行政責任論上の課題の重要性をあらためて指摘し
てくれる。そしてまた，執行権力の強化＝議会の形骸化という硯代国家に関
して一般的に流布している見解が財務行政の分野にもあてはまることを確認
させてくれる。
筆者は，このような見解の一般的妥当性を承謡するものの，なおかつ一定
の疑問を持っている。というのは，最近，執行権力の強化＝議会の形骸化と
いう政治学，行政学，あるいは行政法学にもみられる伝統的見解にある種の
挑戦がなされ，それが意外に重要な意味を持っていると考えるからである。
現代行政がその職能を拡大してきたことはまぎれもない事実であり，行政職
能の拡大が議会の機能の変化とも結びついていることも事実であろう。だ
が，行政職能の拡大が行政権力の拡大と直結し議会権力の弱化を意味するか
どうかは一定の留保を必要としよう。主要諸国の議会の現状を比較した研究
(9) 
ゃ，官僚制の研究はこのような論点を提出しだしているのである。そして特
徴的なことは，官僚の権力拡大と官僚が政治化されることの間には逆比例的
(10) 
関係があるとするM ・ドガンの主張に端的なごとく，職能の拡大が行政の権
力ないし自律性の喪失を招くという論点が，行政の政治化と結びつけて指摘
されている点である。先にみたように，政治行政二分論からの転換の背後に
は，独特の「行政の政治化」があった。個別的，特殊主義的利益を媒介とし
て，行政の各部局，利益集団，議会の小委員会が相互に結ぴつき，予算過程
にもこれらの特殊主義的同盟が多数登場してきたのである。
. V・ロンゲは，このような意味での行政の政治化と，行政の自律性の喪失
(11) 
との関連に関する示唆的な議論を展開している。行政が個別的に分化した諸
利益とのかかわりを深めるということは， 「行政が，ますます， 自らの政策
のために，特化した支持を獲得しなければならなくなる」ことを意味する
が，行政が自らの活動のために自ら正統性の調達にのりだすということはさ
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まざまな困難をともなう。 したがって， 「それに照応した支持が獲得できな
いままに，質的かつ具体的な一一つまり，特殊主義的かつ個別のケースに即
した一一活動の必要性が増大している」点に「現代資本主義体系における行
政のディレンマ」をみることができるとするのである。そして，行政が政治
化するということは，国家の経済領域への介入の増大＝経済の政治化とパラ
レルであるとするならば，あるいはまた，経済の政治化が，経済的利益の社
会的分化と対立を促すという意味で政治の社会化であるならば，経済，行
政，政治の結節点である予算制度に「現代資本主義休系における行政のディ
レンマ」＝行政の自律性の喪失という問題がどのように投影されているかと
いう論点に興味がそそられるのである。
財政の民主的統制という問題に関連させてこの論点を述べてみよう。執行
権力の強化＝議会の形骸化という認識に立脚すれば，議会の権能＝「立法府
の統制の用具としての予算」の強化が，さしあたりは財政民主主義確立のた
めの基本線として要請される。だが，問題がさほど単純でないとすれば一一
議会統制の強化は当然の前提だとしても一行政の政治化状況に照応した財
政民主主義の新たな枠組が要請されよう。「テクノクラシーをめざさないテ
クノクラット」という村松岐夫氏の提出する規範はこの問題を考えるうえで
(12) 
示唆的である。行政職能の拡大が一方ではテクノクラシーヘの危険を港在さ
せつつも，他方では行政の政治化にともなう行政の自律性の喪失のゆえに，
行政が本来発揮すべき専門能力の活用が妨げられているという問題の性格が
この表現には示されているし，テクノクラシーにならないような防止策ー一
たとえば議会統制の強化—―ーとともに，行政の専門能力を民主主義的枠組の
下でどのように活用したらよいかという課題ー一いわば汗民主的テクノクラ
ットミの創出一ーがあることを指摘しているからである。著者は，予算制度
改革に反映している生産力水準の抽出という魅力ある分析視角を提示してい
るが，この視角が，行政の専門能力の内に休硯されている生産力水準をどの
ように民主主義的に活用するかという視角として積極的に再構成されていた
ならば，そして，そのような再構成を必要ならしめる行政の政治化＝行政の
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自律性の喪失という問題にも示唆を与えてくれたならば，財政の民主的統制
という論点も一層の説得性を持ったと思われるのである。行政の政治化とい
ぅヨ行政国家~の位相に関心を持つ筆者は「テクノクラシ.....をめざさないテ
クノクラット」と，予算制度に投影した生産力水準という論点のこのような
つながりに留意したいし，この点が著者の教示をうけたいいまひとつの点で
ある。
以上，門外漠のむこうみずな試みであることを承知しながらも，著者から
の教えを請うためにあえて 2つの疑問を提出してみた。これらの疑問が，本
書をいささかも乏価したものではないことはことわるまでもない。それどこ
ろか， 2つの疑問は，第1次大戦とニューディール以降を連続してとらえる
という本書のユニークかつすぐれた視点と，財政民主主義の堅持という著者
の確固とした観点に触発されたがゆえにわいてきた疑問であり，著者の積極
的な営為に敬意を表するための，筆者のささやかな応答である。そして，門
外漠であるがゆえに，本書が提出している実りある論点や貢献の多くを見落
していることをおそれている。財政学者の本格的な書評が待ち望まれる所以
である。
ちなみに，筆者は，本書の各章の基礎となっている諸論文のいくつかにこ
れまでも触れる機会があった。その際，個別の論点には多くの教示をうけつ
つも，著者の問題関心が奈辺にあるかを十分に理解しえていたわけではなか
った。初出論文が休系的に配置された本書に接して，著者の問題意識の明瞭
さと一貫性に驚かされ，個別論文の持っていた位置と意味とをあらためて了
解させられた。最初の論文の発表年次が1969年であることを思うにつけ，そ
して，著者が多忙な生活を送っておられることを知らないわけではない筆者
にとっては，雄大な構想の下に，長期にわたって個別研究を積み重ねてこら
れた著者の努力にあらためて敬意を表したいと思うし，ともすると問題関心
の一過性に流れがちな筆者の研究態度への頂門の一針にしたいと考えてい
る。
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